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令和５年度「国の財務書類」（一般会計＋特別会計）の概要

＜フロー＞

○ 令和５年度の「業務費用合計」は170.4兆円（対前年度比▲7.2兆円）、「財源合計」は151.3兆円（対前年度比＋6.0兆円）と
なり、財源と費用の差額である「超過費用」は、前年度に比べ13.2兆円減少し、▲19.0兆円となりました。

＜ストック＞

○ 令和５年度末における国の「資産合計」は778.1兆円（対前年度末比＋37.4兆円）、「負債合計」は1,473.8兆円（対前年度末
比＋31.1兆円）となり、資産と負債の差額である「資産・負債差額」は、前年度末に比べマイナス幅が6.3兆円縮小し、▲695.7兆円
となりました。 

＜資産・負債差額の増減＞

○ 資産・負債差額が前年度末から縮小した主な要因は、超過費用が▲19.0兆円生じた一方、円安の進行等により、外貨証券等の為替
換算差額（21.3兆円）などの評価益が生じたことによるものです 。

業務費用計算書 資産・負債差額増減計算書 貸借対照表

＜ストック＞＜フロー＞ ＜資産・負債差額の増減＞

(単位：兆円） (単位：兆円）

４年度 ５年度 増▲減 ４年度 ５年度 増▲減

人件費 5.2 5.2 ▲ 0.0 前年度末資産・負債差額 ▲ 687.0 ▲ 702.0 ▲ 15.0

社会保障給付費 52.2 52.2 0.0 本年度業務費用合計 177.6 170.4 ▲ 7.2

補助金・交付金等（注１）（注２） 78.1 71.4 ▲ 6.8 租税等収入 76.3 77.4 1.0

持続化給付金等 1.2 - ▲ 1.2 社会保険料 57.7 59.7 2.0

地方交付税交付金等 21.6 22.0 0.4 その他 11.4 14.3 2.9

減価償却費 5.5 5.6 0.0 財源合計(E) 145.4 151.3 6.0

支払利息 6.3 6.7 0.4 ▲ 32.2 ▲ 19.0 13.2

その他の業務費用 7.4 7.3 ▲ 0.1 資産評価差額 ▲ 2.6 4.5 7.0

為替換算差額 18.5 21.3 2.9
公的年金預り金
の変動に伴う増減 ▲ 0.8 ▲ 2.5 ▲ 1.7
その他資産・負債
差額の増減 2.1 2.0 ▲ 0.1

177.6 170.4 ▲ 7.2 ▲ 702.0 ▲ 695.7 6.3

上
記
以
外

  業務費用合計(D) 本年度末資産・負債差額(C)

超過費用（財源－業務費用）（F）

(単位：兆円） (単位：兆円）

４年度 ５年度 増▲減 ４年度 ５年度 増▲減

人件費 5.2 5.2 ▲ 0.0 前年度末資産・負債差額 ▲ 687.0 ▲ 702.0 ▲ 15.0

社会保障給付費 52.2 52.2 0.0 本年度業務費用合計 177.6 170.4 ▲ 7.2

補助金・交付金等（注１）（注２） 78.1 71.4 ▲ 6.8 租税等収入 76.3 77.4 1.0

持続化給付金等 1.2 - ▲ 1.2 社会保険料 57.7 59.7 2.0

地方交付税交付金等 21.6 22.0 0.4 その他 11.4 14.3 2.9

減価償却費 5.5 5.6 0.0 財源合計(E) 145.4 151.3 6.0

支払利息 6.3 6.7 0.4 ▲ 32.2 ▲ 19.0 13.2

その他の業務費用 7.4 7.3 ▲ 0.1 資産評価差額 ▲ 2.6 4.5 7.0

為替換算差額 18.5 21.3 2.9
公的年金預り金
の変動に伴う増減 ▲ 0.8 ▲ 2.5 ▲ 1.7
その他資産・負債
差額の増減 2.1 2.0 ▲ 0.1

177.6 170.4 ▲ 7.2 ▲ 702.0 ▲ 695.7 6.3

上
記
以
外

  業務費用合計(D) 本年度末資産・負債差額(C)

超過費用（財源－業務費用）（F）

(単位：兆円）

４年度末 ５年度末 増▲減 ４年度末 ５年度末 増▲減

<資産の部> <負債の部>

現金・預金 53.8 65.4 11.6 未払金等 12.1 12.6 0.5
有価証券 125.6 142.3 16.7 政府短期証券 87.7 94.8 7.1
たな卸資産 4.3 4.3 0.0 公債 1,143.9 1,164.3 20.4
未収金等 11.7 12.1 0.3 借入金 33.8 34.2 0.4
前払費用 2.8 2.4 ▲ 0.4 預託金 11.6 10.5 ▲ 1.1
貸付金 125.1 122.3 ▲ 2.8 責任準備金 9.7 9.8 0.1
運用寄託金 114.7 115.6 0.9 公的年金預り金 123.0 125.5 2.5
その他の債権等 11.5 14.0 2.5 退職給付引当金等 5.6 5.5 ▲ 0.2
貸倒引当金 ▲ 1.4 ▲ 1.3 0.1 その他の負債 15.2 16.8 1.5
有形固定資産 194.6 196.7 2.1
無形固定資産 0.4 0.5 0.1
出資金 97.6 103.7 6.2 負債合計(B) 1,442.7 1,473.8 31.1

<資産・負債差額の部>

▲ 702.0 ▲ 695.7 6.3

資産合計（A） 740.7 778.1 37.4
負債及び
資産・負債差額合計 740.7 778.1 37.4

資産・負債差額(C)
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○ 「業務費用」は前年度に比べて7.2兆円減少し、そのうち「補助金・交付金等」が6.8兆円減少。

○ 「財源」は前年度に比べ6.0兆円増加し、そのうち「租税等収入」が1.0兆円、「社会保険料」が2.0兆円、「その他財源」のうち外為特
会における運用益等が1.6兆円増加。

○ 財源と費用の差額である「超過費用」は前年度に比べ13.2兆円減少し、▲19.0兆円（新型コロナ拡大前の令和元年度と同水準）。

フロー（費用と財源）の状況・対前年度比較

費用合計 170.4兆円

社
会
保
障
に
関
係
す
る
費
用

人件費

5.2兆円（▲0.0兆円）

社会保障給付費

52.2兆円（＋0.0兆円）

補助金・交付金等

71.4兆円（▲6.8兆円）

うち社会保障に関係する費用

に関する部分

41.8兆円（▲5.2兆円）

減価償却費

5.6兆円（＋0.0兆円）

地方交付税交付金

22.0兆円（＋0.4兆円）

支払利息

6.7兆円（＋0.4兆円）

その他

7.3兆円（▲1.3兆円）

94.0兆円

業務費用計算書

社会保障に関係する費用：

年金、医療、介護、少子化対策、社会福祉など社会保
障のための費用

財源合計 151.3兆円

租税等収入

77.4兆円（＋1.0）

社会保険料

59.7兆円（＋2.0）

その他

14.3兆円（＋2.9）

超過費用

19.0兆円

1年間の業務費用は財源よりも大きいため、財源で
業務費用を賄えない状態であり、超過費用（財源と
業務費用の差額）が生じています。

超過費用に相当する財源の不足分については、公債
発行等により手当てしています。

超過費用の発生

資産・負債差額増減計算書

消費税など

対
応
関
係補助金等の増減Toｐ3 （単位：兆円）

増減金額補助金等所管

＋2.35.6
エネルギー価格激変緩和対策事
業費補助金

経済産業省

増
加

＋1.11.1
脱炭素成長型経済構造移行推進
対策費補助金

経済産業省

＋1.01.0
物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金

総務省

▲2.60.7
新型コロナウイルス感染症緊急
包括支援交付金

厚生労働省

減
少

▲1.3-
中小企業等事業再構築促進補助
金

経済産業省

▲1.31.8
新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金

総務省

社会保障給付費の主な内訳 （単位：兆円）

増減金額項 目

＋0.624.8基礎年金給付費

＋0.323.7厚生年金給付費

＋0.01.2失業等給付費

▲0.80.2雇用安定等給付費

▲0.12.3その他

＋0.052.2合計

補助金等のTop5 （単位：兆円）

金額補助金等所管

5.6
エネルギー価格激変緩和対策事業費
補助金

経済産業省1

4.3後期高齢者医療給付費等負担金厚生労働省2

2.1介護給付費等負担金厚生労働省3

1.8
新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金

総務省4

1.6国民健康保険療養給付費等負担金厚生労働省5

租税等収入の主な内訳 （単位：兆円）

増減金額項 目

▲0.522.1所得税

＋0.915.9法人税

＋0.023.1消費税

＋0.616.4その他

＋1.077.4合計

社会保険料の主な内訳 （単位：兆円）

増減金額項 目

＋1.135.2厚生年金保険料

＋0.411.4健康保険料及び船員保険料

＋0.94.1労働保険料

▲0.48.9その他

＋2.059.7合計

その他財源のToｐ５ （単位：兆円）

増減金額項 目

＋1.64.8外為特会における運用益等1

＋0.22.2日本銀行納付金（財務省一般会計）2

＋0.31.2弁償及返納金（厚労省一般会計）3

＋0.11.0財投特会における運用益等4

＋0.00.7公共事業費負担金（国交省一般会計）5

○「業務費用」は前年度に比べて7.2兆円減少し、そのうち「補助金・交付金」が6.8兆円減少。
○「財源」は前年度に比べ6.0兆円増加し、そのうち「租税等収入」が1.0兆円、社会保険料が2.0兆円増加。
○財源と費用の差額である「超過費用」は前年度に比べ13.2兆円減少し、▲19.0兆円（新型コロナ感染症拡大前の令和元年度と同水準）。



3

ストック（資産と負債）の状況・対前年度比較

○ 「資産」は前年度末に比べて37.4兆円増加し、そのうち「有価証券」が為替相場の変動による増価等で16.7兆円増加。

○ 「負債」は前年度末に比べ31.1兆円増加し、そのうち「公債」が20.4兆円増加。

○ 資産と負債の差額である「資産・負債差額」は前年度末に比べマイナス幅は6.3兆円縮小し、▲695.7兆円。

現金・預金

65.4兆円（＋11.6）

有価証券

142.3兆円（＋16.7）

貸付金

122.3兆円（▲2.8）

運用寄託金

116.6兆円（＋0.9）

有形固定資産

196.7兆円（＋2.1）

出資金

103.7兆円（＋6.2）

その他

32.0兆円（＋2.7）

資産・負債差額

▲ 695.7兆円

資産合計 778.1兆円
有価証券

為替相場の安定を目的とした為替介入（円売り・外貨買い）
の際に取得した外貨証券など

【有価証券のうち外貨証券：141.0兆円（＋16.4）】
円安の進行（1ドル R4末：130円→R5末：147円）により、

為替換算による増価＋17.9兆円

貸付金

地方公共団体や政府関係機関などへの貸付金

【貸付金のうち財政融資資金貸付金：112.3兆円（▲2.8）】

貸借対照表（資産）

現
金
化
が
想
定
で
き
な
い
も
の
が

相
当
程
度
含
ま
れ
て
い
る

原
則
と
し
て
対
応
関
係
に
あ
る

負
債
が
存
在

出資金

独立行政法人や政府が保有義務を負っている株式会社などへ
の出資金

有形固定資産のうち道路や河川といった公共用財産、庁
舎や宿舎といった国有財産など、その多くが継続的に保
有・使用し続けるものです。

また、出資金は独立行政法人などに対して政策目的で保
有しているものであり、売却処分して現金化することが
想定できないものが相当程度含まれています。

政府短期証券

94.8兆円（＋7.1）

公 債

1,164.3兆円（＋20.4）

内訳 建設国債 301.3兆円

特例国債 730.1兆円

財投債 94.5兆円

その他 38.4兆円

借入金

34.2兆円（＋0.4）

預託金

10.5兆円（▲1.1）

公的年金預り金

125.5兆円（＋2.5）

その他

44.6兆円（＋1.9）

負債合計 1,473.8兆円

貸借対照表（負債）

対
応
関
係

政府短期証券

為替介入の財源として発行した外国為替資金証券など

【政府短期証券のうち外国為替資金証券：93.4兆円（＋7.1）】

・外貨証券 ⇔  外国為替資金証券

・財政融資資金貸付金 ⇔  財投債や預託金

これらの資産に必要な資金は証券・債券の発行などに
より調達しているため、資産が換金等された際には、
原則として負債の償還に充てられます。

・運用寄託金 ⇔  公的年金預り金

運用寄託金は、将来の年金給付財源に充てるための積
立金の一部であり、それに見合う負債を公的年金預り
金として計上しています。

資産と負債の対応関係

対応関係

対
応
関
係

公債の増減内訳 （単位：兆円）

増減金額項 目

＋3.8301.3建設国債

＋21.2730.1特例公債

▲6.494.5財投債

▲0.34.9復興債

＋2.62.6GX経済移行債

▲0.630.9その他

＋20.41,164.3合計

財政融資資金貸付金のTop３ （単位：兆円）

金額貸付先

40.2地方公共団体1

15.7(株)日本政策金融公庫2

8.9(国研)科学技術振興機構3

出資金のTop３ （単位：兆円）

金額貸付先

15.3(株)日本政策金融公庫1

11.2(独)日本高速道路保有・債務返済機構2

10.4(独)国際協力機構3

○「資産」は前年度末に比べて37.4兆円増加し、そのうち「有価証券」が為替相場の変動による増価等で16.7兆円増加。
○「負債」は前年度末に比べ31.1兆円増加し、そのうち「公債」が20.4兆円増加。
○資産と負債の差額である「資産負債差額」は前年度末に比べマイナス幅は6.2兆円縮小し▲695.7兆円。
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ストック（資産・負債差額）及びフロー（超過費用）の推移

＜ストックの推移＞

○ 資産額は平成15年度末695.9兆円から令和５年度末778.1兆円へと推移し、負債額は公債残高の累増により平成15年
度末941.1兆円から令和５年度末1,473.8兆円へと大きく増加しました。その結果、資産・負債差額は450.6兆円の悪化と
なっています。

＜フローの推移＞

○ 超過費用は、リーマンショックの影響により平成21年度に一時大きく増加し、その後は減少傾向にありましたが、令和２年度に新
型コロナウイルス感染症拡大の影響により再び大きく増加しました。令和３年度以降は費用が減少傾向にあるとともに財源が増
加傾向にあり、令和５年度の超過費用は令和元年度と同水準となりました。
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支払利息及び運用益・配当金の推移（合算ベース）
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資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債資産負債

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（兆円）（兆円）

政府短期証券 借入金 公債残高 預託金 有価証券 貸付金 支払利息（右軸） 運用益・配当金収入合計（右軸）

運用益・配当金収入（右軸）

支払利息（右軸）

【主な運用益と参考指標】

（注1）運用益には国が保有する株式の配当金収入を含んでいる。
（注2）為替相場は各年度末における基準外国為替相場、金利は普通国債の利率加重平均を用いている。

財投運用益 10.4 9.2 8.6 6.9 5.8 4.1 3.3 3.0 2.8 2.4 2.1 1.9 1.7 1.5 1.3 1.3 1.2 1.0 0.9 0.9 0.9

外為運用益 1.7 2.2 3.0 4.0 4.4 3.5 2.6 2.4 2.2 2.0 2.3 2.3 2.4 2.1 2.3 2.5 2.7 2.4 2.2 3.1 4.5

為替（ドル円） 115 109 113 117 117 105 91 83 77 89 104 118 118 115 111 109 109 104 115 130 147

金利（％） 1.7 1.5 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.2 1.2 1.2 1.1 1.1 1.0 1.0 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8

○ 平成13年度に財投改革が実施され、財投計画（フロー）の量的縮減が進み貸付金残高（ストック）が減少し、財投特会の運
用益も年々減少しました。それらを背景に、平成19年度に支払利息が運用益を上回り、その後も同様の状況が続いています。

○ また、外為特会が保有する外貨証券とその運用益の増減は、為替相場の変動と概ね一致しており、近年は円安が進んだことにより
運用益が増加し、全体の運用益と支払利息の差は縮小しています。

○ 今後、支払利息が増加すれば、為替相場の影響があるにしても、その差は拡大する可能性があります。
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（参考）国の財政

○ 令和５年度の歳入合計は274.3兆円となりました。内訳としては、租税等77.4兆円や保険料等収入52.1兆円の他、公債金
及び借入金80.3兆円も歳入として計上されます。

○ 令和５年度の歳出合計は248.8兆円となりました。主なものとしては社会保障費94.6兆円があげられますが、国債費77.5兆円
についても歳出として計上されます。

（出所）歳入歳出主要経費別純計より作成。

令和5年度の国の歳入合計は、274.3兆円*でした。

⚫ 国の主要な歳入項目である租税収入（所得税、法人
税、消費税など）は、77.4兆円です。

⚫ 社会保険制度において徴収される保険料等の収入は、
52.1兆円です。

⚫ 公債の発行や借入による収入は80.3兆円であり、歳入
の中で最も大きい割合（歳入の29％）を占めています。

* 一般会計と特別会計の単純合算から重複額を控除した純計の金額です。
（令和5年度の一般会計の歳入は140.2兆円、歳出は127.6兆円でした。）

令和5年度

248.8
兆円

社会保障 94.6 兆円
（38%）

国債費 77.5 兆円
（31%）

地方交付税交付金等
22.0 兆円（9%）

防衛関係費
11.5 兆円（5%）

その他 43.3 兆円
（17%）

租税等
77.4 兆円（28%）

保険料等収入
52.1 兆円（19%）

公債金及び借入金
80.3 兆円（29%）

前年度剰余金受入
29.8 兆円（11%）

その他
34.8 兆円（13%）

令和5年度

274.3
兆円

国

令和5年度の国の歳出合計は、248.8兆円*でした。

⚫ 年金、医療、介護、こども・子育て等のための社会保
障支出は、94.6兆円です。

⚫ 国債の償還（国の借金の元本の返済）と利払いを
行うための国債費は、77.5兆円です。

⚫ その他43.3兆円は、道路整備等の公共投資や科
学技術振興費などが含まれています。

令和5年度 国の歳入 令和5年度 国の歳出

歳 入

歳 出
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○「我が国の財政運営の進むべき方向」（令和６年５月21日付財政制度等審議会とりまとめ）において、「国の財務書類」は今まで以上に財務情
報の充実を図り、積極的な情報発信を行うべき旨の提言がなされました。

○提言を踏まえ、広く国民に国の財政状況等に触れていただくため、①『「国の財務書類」からみる財政』、②「国の財務書類に関するダッ
シュボード」を新たに作成しました。これらも活用しながら、引き続き財政状況を分かりやすく伝える取組みを進めていきます。

（参考）「国の財務書類」の充実と情報発信

①『「国の財務書類」からみる財政』 ②「国の財務書類」に関するダッシュボード

（３）国民への情報提供・将来世代の視点
①情報提供の重要性

過去の当審議会の建議において、「海外の財政健全化の成功例に目を向けると、財政健全化への国民的なコンセンサスが、その成功の根底にある」と指摘している。今後我が国で財政健全
化に取り組んでいくに当たっては、その前提として、財政の現状や課題に対する国民の理解を醸成し、議論を喚起していくことが重要であり、それに資する客観的で分かりやすい情報を国民に発信
し、「見える化」を進めていくことが必要である。そのためにも、財政の現実を適切に伝えられるよう、財政に関する広報及び教育により一層注力していくべきである。

また、こうした取組に加えて、企業会計の考え方及び手法を参考に国の財政状況等を説明した「国の財務書類」は有益な情報であるため、今まで以上に財務情報の充実を図り、積極的
な情報発信を行うべきである。

・国全体のストック・フローの状況が一元的に閲覧可＝財政状況の「見える化」・イラストやグラフが多く、今まで財政に触れてこなかった方も興味を引くデザイン

「我が国の財政運営の進むべき方向」（令和６年５月21日付財政制度等審議会とりまとめ）抜粋

・ページ数を絞り、ゼミや授業、各種説明会等にも使いやすい分量 ・マウス操作によってデータが動的に表示

・政府のデータ整備・活用の取組とも整合


